
1

履行確実性実施要領 

1-1．ヒアリングの実施 

 技術提案および実施方針（以降、「技術提案等」という。）の確実な履行確保を図るかを審

査するため、原則として、予定価格の制限の範囲の価格で入札したすべての者について、開札

後速やかに、ヒアリングを実施する。 

 ・ヒアリングの日時、詳細な場所等については別途連絡する。 

・ただし、その申し込みにかかる価格が低入札調査基準価格以上で入札した者（総合評価方

式運用ガイドライン「１－３ 総合評価方式による落札者の決定」で規定する評価値の最も

高い者の入札価格が低入札調査基準価格以上で、かつ、予定価格の制限の範囲内である場

合にあっては、すべての入札参加者。）については、ヒアリングを実施しないことができ

る。 

・入札者のうち、その申し込みにかかる価格が調査基準価格に満たない者のうち、評価値順

位において通常価格の最高評価値入札者より上位の者は、技術提案等の確実な履行の確保

を含め、契約の内容に適合した履行がされないこととなる恐れがあることから、開札後、

履行確実性の審査のための追加資料の提出を求める。 

・追加資料により技術提案等の履行確実性の審査・評価が可能と判断した場合については、

ヒアリングを実施しないことができる。 

・調査基準価格未満で入札をした者がある場合において、その者が低入札価格調査実施要領

に定める「ＳＴＥＰ１調査」において「ＳＴＥＰ１調査における判断基準」を満足しない

と確認できる場合は、上記の規定にかかわらず、ヒアリング調査を行わないものとする。 

・追加資料を提出すべき旨の連絡は、開札の後、入札参加者あてに連絡するものとし、連絡

を受けた場合は期限までに追加資料を提出すること。 

・ヒアリングの出席者には、配置予定管理技術者を必ず含め、資料の説明が可能なものをあ

わせ、３名以内とする。 

1-2．履行確実性の審査のための追加資料 

ヒアリング対象者は、入札執行者があらかじめ指定した期日までに、以下に掲げるすべて

の資料の提出を郵送または持参の方法により、提出しなければならない。 

なお、入札執行者から特に指示がなかった場合は、提出の要請があった日から起算して３

日以内（土曜、日曜および祝日を除く）に必要なすべての資料を提出するものとする。 

ヒアリング対象者は、前述で定める入札執行者が指定するまでの間に限り、追加書類の提

出を行わない旨を申し出ることができる。この場合においては、速やかに「（様式）施工体

制確認型（履行確実性）追加書類提出辞退届」を提出するものとする。当該申し出を行った

ヒアリング対象者は、失格とする。 

業務様式１ 低入札価格の理由書 

業務様式２ 入札価格の内訳書 

業務様式２－１ 職種別単価一覧表 

業務様式３ 当該契約の履行体制 

業務様式４ 手持の建設コンサルタント業務等の状況 
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業務様式４－１ 手持ち業務の人工 

業務様式５ 配置予定技術者名簿 

業務様式５－１ 直接人件費内訳書 

業務様式７ 過去３年間において受注・履行した同種又は類似の業務の名称及び発注者 

・再委託先からの見積書（再委託先の押印があるもの） 

・過去3カ月分の給与支払額が確認できる給与明細書、賃金台帳の写し及び過去3カ月分

の法定福利費（事業者負担分）の負担状況が確認できる書面の写し 

・給与規則の提示 

・第三者照査受託予定書（受託予定企業の押印があるもの。第三者照査の実施が定めら

れている業務に限る） 

※低入札価格調査実施要領にある添付資料の提出は必要としない 

配置予定技術者名簿には、配置予定技術者（管理技術者、担当技術者、照査技術者）及

び再委託先技術者を記載するものとする。 

なお、提出者の都合による追加資料の提出後の修正及び再提出は認めない。 

1-3．技術提案等の履行確実性の審査・評価方法の概要 

(1) 技術提案等の履行確実性の審査は、ヒアリング及び追加資料等をもとに行い、技術提案

等の確実な履行の確保が認められる場合には、技術提案等に係る評価点をその履行確実性

に応じて付与する。 

なお、ヒアリングに応じない場合及び追加資料の提出を求められた者が追加資料を提出

しない場合は、入札に関する条件に違反した入札として無効とする。 

(2) 履行確実性の具体的な審査・評価方法は、①業務内容に対応した費用が計上されている

か、②配置予定技術者（照査予定技術者を除く。以下同じ。）に適正な報酬が支払われる

ことになっているか、③品質管理体制が確保されているか、④再委託先への支払いは適正

かをそれぞれ審査し、①から④までの各項目毎に審査した上で、５段階（Ａ～Ｅ）で総合

的に評価する。 

(3) 審査の目安は、次のとおりとする。 

① 業務内容に対応した費用が計上されているか。 

審査内容 様式 審査の目安 

直接人件費、直接経

費、その他原価、一般

管理費等が必要額を確

保しているかを審査す

る。 

業務様式１ 

業務様式２ 

業務様式２－１

業務様式５－１

○業務内容に応じて、すべて必要額※以上を確

保しておりその理由が明確である。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても審査する情報が十分でない。（また、

ヒアリング結果と、提出資料の内容に大幅な

変更がある場合は、提出資料が不備であると

して「×」とする。） 

※必要額は、低入札価格調査実施要領における「ＳＴＥＰ１調査における判断基準」の額とす

る。 
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② 配置予定技術者に適正な報酬が支払われることになっているか。 

審査内容 様式 審査の目安 

配置予定技術者への適

正な報酬の支払いが確

保されているか。 

業務様式３ 

業務様式５ 

業務様式５－１

過去3ヵ月分の

給与明細書、賃

金台帳及び法定

福利費(事業者

負担分)の負担

状況が確認でき

る書面の写し給

与規則の提示 

○業務内容に応じて、各々の技術者に支払われ

る報酬が会社等において定められた額以上を

確保している又は必要額を下回っていても理

由が明確である。 

×明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても審査する情報が十分でない。(また、

ヒアリング結果と、提出資料の内容に大幅な

変更がある場合は、提出資料が不備であると

して「×」とする。) 

配置予定技術者の人工

が適正であるか。 

業務様式４ 

業務様式４－１

業務様式７ 

○業務内容に応じて、人工が必要人工(標準案)

を確保している又は人工が必要人工(標準案)

を下回っているがその理由が明確である。 

×人工が必要人工(標準案)を下回っており、そ

の理由が明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても審査する情報が十分でない。(また、

ヒアリング結果と、提出資料の内容に大幅な

変更がある場合は、提出資料が不備であると

して「×」とする。) 

上記の２つの内容のいずれも「○」の場合は、項目②の審査結果を「○」とし、それ以外を

「×」とする。 
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③品質管理体制が確保されているか。 

審査内容 様式 審査の目安 

照査予定技術者への適

正な報酬の支払が確保

されているか。 

業務様式３ 

業務様式５ 

業務様式５－１

過去３カ月分の

給与明細書、賃

金台帳及び法定

福利費(事業者

負担分)の負担

状況が確認でき

る書面の写し 

給与規則の提示

○業務内容に応じて、各々の技術者に支払われ

る報酬が会社等において定められた額以上を

確保している又は必要額を下回っていても理

由が明確である。 

×明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても審査する情報が十分でない。(また、

ヒアリング結果と、提出資料の内容に大幅な

変更がある場合は、提出資料が不備であると

して「×」とする。) 

照査予定技術者の人工

は適正であるか。 

業務様式４ 

業務様式４－１

業務様式７ 

○業務内容に応じて、人工が必要人工(標準案)

を確保している又は人工が必要人工(標準案)

を下回っているがその理由が明確である。 

×人工が必要人工(標準案)を下回っており、そ

の理由が明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても審査する情報が十分でない。(また、

ヒアリング結果と、提出資料の内容に大幅な

変更がある場合は、提出資料が不備であると

して「×」とする。) 

上記の２つの内容のいずれも「○」の場合は、項目③の審査結果を「○」とし、それ以外を

「×」とする。 

第三者照査を行う場合には第三者側の見積書も含めて審査するとともに、①の費用審査にも

反映させる。 

照査技術者の配置が義務付けられていない場合には、配置予定技術者が成果品の品質に対す

る全面的な責務を負うことになることから②の審査で代替する。 
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④再委託先への支払いは適正か。 

審査内容 様式 審査の目安 

再委託業務内容を再委

託先が確認している

か。 

業務様式２ 

業務様式３ 

業務様式５－１

再委託先見積書

○業務内容に応じて、再委託の内容、金額が明

確 

である。 

×明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても審査する情報が十分でない。(また、

ヒアリング結果と、提出資料の内容に大幅な

変更がある場合は、提出資料が不備であると

して「×」とする。) 

再委託するものがなく、すべて自社にて実施する旨の説明があった場合には、更に業務内容

に対応した費用の計上や配置予定技術者に対する適正な報酬の支払いにっいて厳格な審査が必

要であることに鑑み、①及び②の審査結果を参考に、再委託業務がないという状況を踏まえた

必要額等であるか否かについて審査する。 

1-4．評価方式 

① 調査基準価格以上の価格で申込みを行った者は、技術提案等の確実な履行の確保を含め、

契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあるとはされていないことか

ら、技術提案等の確実な履行の確保が必ずしも十分にされないと認める具体的な事情がな

い限り、(2)の履行確実性の評価をＡとし、履行確実性度を1.0として評価するものとす

る。 

② 調査基準価格を下回る価格で申込みを行った者は、技術提案等の確実な履行の確保を含

め、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあることから、(2)①から④

までの審査項目を(3)の審査の目安に沿って評価した結果、○と審査した項目数に応じて、

次の表の○と審査した項目数の欄に掲げる評価に対応する履行確実性度を付与するものと

する。 

○と審査した項目数 評価 履行確実性度 

４ Ａ 1.0 

３ Ｂ 0.75 

２ Ｃ 0.5 

１ Ｄ 0.25 

０ Ｅ 0 


